
コーポレート・ガバナンス
大崎電気グループでは、持続的な成長と中長期的な
企業価値の向上のため、ガバナンス体制の充実を図っ
ています。

基本的な考え方

基本方針

経営体制

　「エネルギー・ソリューション分野を中心とし、アクティブに
新技術に挑戦することで、新しい価値創造を人間社会に発信
し続け、貢献する。」大崎電気グループは、この企業理念のも
と、株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆さまの

※委員：指名・報酬諮問委員会（委員長◎　委員○）

　大崎電気グループは、コーポレート・ガバナンスの基本的な
考え方を踏まえ、コーポレート・ガバナンスの基本方針を以下
のとおりとします。

（1） 株主の実質的な権利と平等性を確保していく。
（2） �株主以外の取引先、金融機関、従業員、地域社会などさま

　大崎電気は、監査役制度を採用し監査役会を設置、社外監
査役を含めた監査役監査体制により経営監視機能を果たし
ています。監査役会は４名で構成され、うち２名が独立性の
ある社外監査役です。また、取締役会は7名で構成され、うち
3名は独立性のある社外取締
役を選任しています。社外取
締役および社外監査役とも
に、豊富な経営経験や実務知
識ならびにこれらに基づく高
い見識を有し独立性のある方
を選任して、経営に対する社
外からのチェック機能により、
経営の監視・監督機能を強化
しています。 

利益を重視し、永続的な企業価値の最大化を実現していくう
えで、コーポレート・ガバナンスの充実は極めて重要な経営
課題であると認識しています。今後も一層の経営の効率性、
透明性を高め、公正な経営の実現に取り組んでいきます。

社外役員について

　大崎電気は、豊富な経営経験や実務知識ならびにこれらに
基づく高い見識を有し、かつ経営陣から独立している人物を
独立社外取締役または独立社外監査役として選任しており、
独立した第三者の立場から当社の業務執行に対する適切な
助言、監視および監査が期待できるものと考えています。
社外役員の独立性基準：https://www.osaki.co.jp/ja/sustainability/governance/c_governance/main/08/teaserItems1/01/linkList/0/link/
Independent%20officers.pdf

　大崎電気では、東京証券取引所の上場管理等に関するガ
イドラインなどを踏まえた社外役員の独立性判断基準を定
め、社外役員の選任に当たっては、当該基準に基づき実施し
ます。

ざまな利害関係者とも適切な協働関係を確保していく。
（3） 会社情報を適時・適切に開示し、透明性を確保していく。
（4） �取締役・監査役および取締役会は、株主に対する受託者

責任・説明責任を適切に果たしていく。
（5） 株主と合理的な範囲内で建設的な対話に努めていく。

　さらに、2020年６月に導入した執行役員制度により、取締
役会の監督機能がさらに高まり、同時に執行の機動性も確
保しており、これら一連の体制が当社のコーポレート・ガバナ
ンス体制として最適であると考えています。

取締役会について

　取締役会は社外取締役3名を含む7名で構成されていま
す。取締役会は、経営の公正性、透明性などを確保するため、
業務執行取締役および執行役員に対する監督機能を担う一
方、法令および規程により取締役に委任することができない
決議事項や重要な業務執行について意思決定を行います。
　また、決議事項や重要な業務執行以外の意思決定や業務
執行については、各業務執行取締役と執行役員に権限の委
譲を行い、取締役会は業務執行の状況報告などを受け、適切
に監督を行います。
　取締役会は原則として毎月1回開催するほか必要に応じて
開催し、重要案件については議論の深化や決定プロセスの明
確化を念頭に事前協議の場としての経営協議会も設置して

おり、経営環境の変化に機動的に対応し、効率的な運営に努
めています。
　さらには、社内取締役で構成される経営会議を原則週1回
開催し、大崎電気グループの企業集団に影響を及ぼす経営
課題などについて多面的な検討、協議を行っています。加え
て執行役員会議を原則として毎月1回開催し、執行者幹部出
席のもと全社的な情報共有を推進するとともに執行業務の
迅速化を図っています。
　なお、グループ幹部会を原則として毎月1回開催し、グルー
プガバナンスとして、当社、株式会社エネゲートおよびEDMI 
Limitedの3社の活動状況をモニタリングしています。

スキル・マトリックス

　当社は、経営の重要な意思決定機能と業務執行の監督機
能を担う取締役会を少数精鋭化しており、これらの機能を適
切に発揮するために備えるべきスキルとして、以下の8分野
を重視することとしています。

　各取締役および監査役が備えるスキルは、以下のスキル・
マトリックスのとおりであり、取締役会全体としてスキルの多
様性、バランスが確保されていると考えています。

代 表 社 外 委 員※ 役 員 企業経営 業界知見 グローバル 営業
マーケティング 製造・開発 財務・会計 法務ガバナンス 

リスクマネジメント
人事・労務・
人材開発

取
締
役

● ○ 渡辺 佳英 ● ● ● ● ●

● ○ 渡辺 光康 ● ● ● ●

● ○ 川端 晴幸 ● ● ●

上野 隆一 ● ● ●

● ◎ 髙島 征二 ● ● ●

● ○ 笠井 伸啓 ● ● ●

● 黒木 彰子 ● ● ● ●

監
査
役

堀 長一郎 ● ●

長谷川 豊 ● ● ●

● ○ 山本 滋彦 ● ●

● ○ 北井 久美子 ● ●

取締役会
社内取締役・社外取締役

取締役社長執行役員
 （代表取締役）

監査役会
社内監査役・社外監査役

経営監査室

執行役員

経営会議

執行役員会議

会
計
監
査
人

監
査

諮問監査

連携

連携

連携

連携

連携

答申

報告

報告

報告
報告

報告

内部監査

選定・監督

選任・解任選任・解任 選任・解任

監査

株主総会

業務執行部門・グループ会社

指名・報酬諮問委員会

経営協議会

グループ幹部会

サステナビリティ推進委員会

コンプライアンス委員会

グループ経営協議会
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監査役会について

　監査役会は、社外監査役2名を含む4名で構成されていま
す。監査役会は監査方針・監査計画を定め、各監査役はそれ
に従い、取締役会、経営協議会、グループ幹部会等の重要会
議への出席および業務・財産の調査、重要決裁書類の閲覧を
行っています。また、各部門担当取締役および執行役員への
聞き取り調査を実施し、これらを通じて、取締役の職務執行の
監査を行っています。
　2022年度の具体的な重点監査事項は次のとおりです。

（1） グループ成長戦略の推進状況
（2） �次世代スマートメーターの全電力仕様統一化に向けた対

応状況
（3） �サプライチェーンの整備、適正在庫量の管理等、海外事

業の経営諸課題への取組状況
（4） �スマートロック、ウォッチシリーズの収益改善に向けた取

組状況
（5） 市販事業拡大に向けた取組状況
（6） �コーポレート・ガバナンスおよびリスク管理の強化、環境

問題をはじめとするサステナビリティについての取組状況

指名・報酬諮問委員会について

　大崎電気は、役員の指名・報酬などに関する手続きの公正
性・客観性・透明性を強化し、コーポレート・ガバナンスの充実
を図るため、取締役会の任意の諮問機関として指名・報酬諮
問委員会を設置しています。
　指名・報酬諮問委員会は、取締役ないしは監査役である委
員７名で構成され、その過半数は独立社外取締役および独
立社外監査役から、委員長は独立社外取締役から選定して
います。
　指名・報酬諮問委員会の役割は右記の事項のうち、取締役
会から諮問を受けた事項となります。

（1） 取締役、監査役および執行役員の選解任に関する事項
（2） 社外役員の独立性基準
（3） 代表取締役の選定および解職に関する事項
（4） �役付取締役および役付執行役員の選定、選任および解

職、解任に関する事項
（5） 取締役および執行役員の報酬制度および報酬決定の方針
（6） 取締役および執行役員の個人別の報酬等の内容
（7） 取締役および監査役の報酬限度額に関する事項
（8） その他、取締役会が必要と判断した事項

　社内監査役は、各本部において、幹部役職員への聞き取り
調査を実施し、業務および財産の状況を監査しました。また、
海外子会社2社、国内子会社7社においては、各子会社に赴
きまたはインターネット等を経由した手段も活用しながら、取
締役等と情報の交換を図り、必要に応じて事業の報告を受け
ました。
　各本部、各子会社の監査結果については、監査報告書に取
りまとめ、被監査部門、社外監査役に報告するとともに、取締
役、各本部長、関係部門に回覧しています。
　社外監査役は、期初に実施する各本部の幹部役員への聞
き取り調査に出席するとともに、監査役会等において社内監
査役から上記活動内容や結果等について報告を受け、独立
社外監査役の立場から意見を述べました。また、必要に応じ
事業所を訪問し、事業の調査を行いました。
　監査役会は、事業年度の監査結果を、期末に監査総括とし
て取りまとめ、取締役会等で報告を行っています。

役員の報酬等

最高経営責任者等の選定および後継者計画について

① �取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関す
る事項

　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針
（以下、決定方針という）を定めており、当該決定方針は、委員
の過半数を独立社外取締役および独立社外監査役とする指
名・報酬諮問委員会の審議・答申を踏まえ、取締役会決議に
て決定しています。
　取締役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、指
名・報酬諮問委員会が決定方針との整合性や妥当性を検討
しており、取締役会も基本的にその答申を尊重し決定方針に
沿うものであると判断しています。
　なお、各監査役の報酬額は、監査役の協議により決定して
います。
　2022年3月期より、中長期的な業績向上のインセンティ
ブを強化し、株主との一層の価値共有を進めることを目的と
して、株式報酬型ストックオプション制度を廃止し、新たに譲
渡制限付株式報酬制度（社外取締役を除く）を導入しました。
また、短期的な業績向上のインセンティブを強化するべく、
2006年6月29日開催の第92回定時株主総会において決議
された年額3億円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人
分給与を含まない）の内枠として運用する業績連動報酬制度
を導入しました。

《基本方針》
　当社の役員報酬は、継続的な企業価値の向上および企業
競争力の強化のため、優秀な人財の確保を可能とするととも
に、業績向上へのインセンティブとして機能する水準・構成と
することを基本方針とする。具体的には、業務執行を担う取
締役の報酬は、基本報酬、業績連動報酬および譲渡制限付株
式により構成し、その支給割合については、企業価値の持続
的な向上に寄与するために最も適切な割合となることを方針
とする。なお、監督機能を担う社外取締役の報酬は、基本報
酬のみとする。

《基本報酬》
　基本報酬は、金銭による月例の固定報酬とする。基本報酬
の金額は役位、職責等に応じて定めるものとし、業績、他社水
準、社会情勢等を勘案して、適宜、見直しを図るものとする。

《業績連動報酬》
　業績連動報酬は、事業年度ごとの業績向上に対する意識

　当社は、最高経営責任者等の代表取締役の選定は、取締役
会長（代表取締役）が原案を作成し、他の代表取締役と協議し
たうえで、取締役会に提案します。その手続きにおいては、取
締役会の任意の諮問機関としての指名・報酬諮問委員会を設

取締役会の実効性評価

　大崎電気は、取締役会の実効性について持続的な向上を
図るため、定期的に分析・評価を行い、重要性原則に基づき改
善に取り組む方針です。
　2023年3月期についても、当社の取締役会は昨年度抽出
された課題に関して段階的な改善・進展もあり、実効性は確
保されていることを確認しました。
　その概要として、ステークホルダーとの価値共有・コミュニ

ケーションの改善、事業ポートフォリオ見直しの体制と枠組み
の構築、人的資本投資への取り組み着手が確認できた一方
で、その人的資本投資の具体的な方針および戦略の検討や、
指名・報酬諮問委員会メンバー構成の見直しの必要性、さら
には後継者計画策定等の課題認識に至っています。
　今後も、経営協議会での討議を増やすなど、さらなる向上
への取り組みを進めていきます。

取締役・監査役のトレーニング

　大崎電気は、当社の取締役・監査役が当社の重要な統治機
関の一翼を担う者として期待される役割・責務を適切に果た
すため、当社の費用負担にて実施する取締役・監査役へのト
レーニングとして以下の通り行います。

（１）新任取締役・新任監査役
就任直後の外部セミナーの受講
社内コーポレート・ガバナンス研修

（２）取締役・監査役
最低年１回以上の外部専門家による会社法等セミナーの
実施
その他、有用なテーマのセミナー受講の奨励

（３）社外取締役・社外監査役
　上記に加え、就任直後については、当社の業務全般に係る
社内研修（事業所見学を含む）の実施

を高めるため業績指標を反映した現金報酬とし、各事業年度
の本業で稼いだ利益を表す連結および単体営業利益率を基
準として目標値に対する達成度合いに応じて算出された額を
賞与として毎年一定の時期に支給する。なお、当該事業年度
は、連結営業利益率が目標3.6%に対し実績2.5%、単体営業
利益率が目標1.7%に対し実績4.6%となりました。

《譲渡制限付株式》
　株主との価値の共有を図り、中長期的な業績向上へのイン
センティブを高めることを目的として、業務執行を担う取締役
に対し、譲渡制限期間を30年以内とする譲渡制限付株式を、
毎年一定の時期に付与する。付与する株式の個数は、役位、
職責等を踏まえて決定する。

② �取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決
議に関する事項

　当社取締役の金銭報酬の額は、2006年6月29日開催の
第92回定時株主総会において年額3億円以内（ただし、使用
人兼務取締役の使用人分給与を含まない）と決議していま
す。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は15名で
す。また、当該金銭報酬とは別枠で、2021年6月25日開催の
第107回定時株主総会において、譲渡制限付株式の付与の
ための金銭債権報酬額を年額１億円以内（ただし、使用人兼
務取締役の使用人分給与を含まない）と決議しています。当
該定時株主総会終結時点の取締役（社外取締役を除く）の員
数は5名です。
　当社監査役の金銭報酬の額は、2009年6月26日開催の第
95回定時株主総会において年額7,000万円以内（うち社外監
査役2,000万円以内）と決議しています。当該定時株主総会
終結時点の監査役の員数は4名（うち社外監査役2名）です。

③ �取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関
する事項

　当社では、取締役の個人別の報酬額の具体的内容につい
ては、指名・報酬諮問委員会の審議・答申を踏まえ、取締役会
の委任決議に基づき取締役会長（代表取締役）渡辺佳英およ
び取締役社長執行役員（代表取締役）渡辺光康の両氏が決定
しています。委任の理由は、指名・報酬諮問委員会の審議を
経て客観性や妥当性が確保されていることと、両氏が当社グ
ループの経営環境や状況を最も熟知し総合的な判断が可能
であると判断しているためです。

置して関与させることで、指名に係る独立性・客観性と説明責
任を強化しています。
　今後、後継者計画についても、他の代表取締役との協議に
加え、指名・報酬諮問委員会の活用を検討していきます。
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